様式８

業務についての企画・提案について
１「緊急一時保護業務」について。
　　本業務は、更生施設等への入退所に係る各種手続きとその移送を担っていただく業務で、年間約20件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


２「アセスメント作成業務」について。
　　本業務は、生活保護の開始時に必要となる情報（病状・稼働能力・生活歴等）を面接により聴き取りし、これを記録に整理してアセスメントを作成していただく業務で、年間約200件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


３「各種調査資料作成業務」について。
　　本業務は、被保護者が福祉事務所に提出する資産や収入､戸籍等の情報の調査のお手伝いをいただく業務で、年間約2500件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


４「住宅相談支援業務」について。
　　本業務は、被保護者が自身でアパート物件を探せないときに､無料低額宿泊所等からアパート転宅に至るまでの相談や必要により不動産屋への同行を行う業務で、年間約100件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


５「賃貸住宅契約支援業務」について。
　　本業務は、被保護者がアパートの内見を行うときに同行・助言し、また、賃貸借契約手続き時に不動産仲介業者へ同行し支援する業務で、年間約20件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


６「自立生活支援業務」について。
　　本業務は、被保護者からの①健康･生活相談(通院や服薬管理､生活習慣の問題にかかる助言や支援)と、②金銭管理の相談･支援、③各種手続き相談(区役所等や家賃･公共料金等の手続きの助言や支援)、④就労に向けた支援の４つの支援業務で、年間合わせて約360件の実績があります。
　　現状を参考に、本事業の趣旨と目的を踏まえ、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


７「支援付き住宅から生活保護に移行した者の訪問支援」について。
　　本業務は、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業で支援付き住宅に入所した元路上生活高齢者が、その居住支援と見守り支援の期間（利用期限６か月）の終了時点で円滑に生活保護法に基づく支援に移行し地域生活に定着できるよう、生活保護開始前から同事業の担当者と必要な情報を引き継ぎながら支援や相談を行うものです。
　　令和７年９月18日現在の大田区の支援付き住宅は、３戸で２名の入所となっています。
　　想定している居宅支援や見守り支援は、必要な時期から開始をし、週１回程　　度の訪問頻度で１年間継続し、諸手続きや健康・医療・金銭管理など居宅での地域生活関係のサポートが考えられます。今回の委託では、これらのケースワーカー業務の一部をお願いすることとなります。
　　再び路上生活にならないよう支援員の能力を発揮し、かつ、効率的に事業を進めていけるよう、貴社の特色を生かして、この業務を実施・改善できる提案をお示しください。
	


＊各項目の下欄の囲みにご記入ください。なお、字数・行数や形式、別紙資料添付について　の制限はありません。

